
平成27年度障害者向け施設被害状況確認訓練実施要領

１　目　的
大規模地震等の災害が発生した場合に、県内に所在する障害児者向け施設の被害情報を迅速に確認・収集し、初動対応に資するために、平成24年度に整備した「災害時被害状況確認システム」を利用し、県と各施設との間で、災害発生を想定した情報受発信の訓練を実施することにより、不測の災害発生に備えるとともに、有効に活用するための資料を得ることを目的とする。

２　訓練対象施設
「障害福祉情報サービスかながわ」にお知らせ配信用メールアドレス又は災害時被害状況調査用メールアドレスをあらかじめ登録した以下の施設（1,965事業所中1,549(内仮登録143)事業所、78.8％、スマートフォン等メールアドレス登録事業所1,005(内仮登録317)事業所、51.1％）
（１）障害者支援施設　　　　　　　　（２）グループホーム
（３）短期入所施設（単独型） 　　　 （４）療養介護事業所
（５）生活介護事業所　　　　　　　　（６）自立訓練（機能訓練）事業所
（７）自立訓練（生活訓練）事業所　　（８）就労移行支援事業所
（９）就労継続支援Ａ型事業所　　　　（10）就労継続支援Ｂ型事業所
（11）福祉型障害児入所施設　　　　　（12）医療型障害児入所施設
（13）児童発達支援事業所　　　　　　（14）医療型児童発達支援事業所
（15）放課後等デイサービス事業所

３　日　時
平成27年９月２日（水）午前10時から午後６時まで

４　実施方法
以下の想定により、県と各施設との間で情報の受発信を行う。
・　午前10時　　　　　県内全域で地震が発生し、最大震度６弱が観測されたため、県は直ちに災害対策本部を設置した。
・　午前10時５分　　　 このことを受け、障害サービス課事業支援グループは（別紙）の「訓練メール」を一斉送信する。
・　午前10時５分～　　メールを受信した各施設は、速やかに被害情報等を返信する。（被害状況は各施設で任意に想定する）
・　回答のない事業所へは、２時間ごとに調査メールを自動再送信。
・　午後６時　　　　　　 訓練終了（障害サービス課において、回答件数を確認し、「お知らせ」に掲載する。）

５　調査項目（システム設定項目）
（１）利用者負傷者数
（２）職員負傷者数
（３）施設の被害の有無（被害無し、建物損壊・火災・床下浸水・床上浸水・電気不通・ガス不通・その他）
（４）施設外要避難者数
（５）受入可能避難者数
（６）派遣可能職員数
（７）連絡事項（自由記載項目）
（８）送信者職・氏名
（９）使用可能な連絡先（電話・PCメール・携帯メール）
（10）その他連絡可能な連絡手段

６　その他
（１）事前の周知
訓練の実施及び調査用メールアドレスの登録について、ウェブサイト「障害福祉情報サービスかながわ」により施設あて事前に周知する。
併せて、訓練の実施について市町村障害福祉主管課にも通知し、システムを周知する。
（２）訓練の検証
訓練を通じて、施設からの返信の状況を把握し、課題等について検証する。
なお、訓練終了後、事業所宛にアンケート調査を実施する。



（別紙）

「訓練メール」（９月２日　10時５分配信予定）
【訓練：災害時被害状況確認訓練】想定被害状況ご報告のお願い

これは訓練です。
本日（９月２日）午前10時に、地震が発生し、県内全域で震度６弱を観測しました。これを受け、神奈川県では、災害対策本部を設置しました。
つきましては、下記ＵＲＬにアクセスし、貴事業所の被害状況等についてご報告くださいますようお願いいたします。なお、被害がない場合もその旨ご報告ください。
「連絡事項」欄には、次の事項を入力してください。
１　回答に使用している端末の種類（スマートフォン等又はパソコンの別）
２　回答時点において、事業所内にいる利用者の人数
３　発災時の基本的な利用者対応（事業所で当面待機・職員が引率して帰宅など）

http://www.xxxxxxxxxxxxxxxxxxxx（自動添付）

○問い合わせ先
　神奈川県保健福祉局　福祉部　障害サービス課　事業支援グループ
　電話　045-210-4717


